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不動産媒介業者であるＸが、Ｙに対し、不

動産売買契約の媒介をしたとして媒介契約に

基づく媒介手数料の支払を求め、これに対し、

Ｙが媒介契約の解除を主張して争った事案の

控訴審につき、媒介契約が解除されたとは認

められないとして、Ｙの控訴を棄却した事例

（神戸地裁　平成16年4月22日判決　控訴棄却

後和解　ホームページ最高裁判所―各地の裁

判所―主要判決速報―下級裁主要判決情報登

載）

１ 事案の概要

Ｙは、平成15年６月14日、Ｘとの間で、希

望する購入条件として、物件の種類につき

「マンション」、価格につき「1,500～1,600万」、

等とする媒介契約（以下「本件媒介契約」と

いう。）を締結した。Ｙは、同日、売主Ｚか

ら、マンションの一戸である４ＬＤＫの物件

（以下「本件物件」という。）を1 ,600万円

（消費税込み）で購入した（以下「本件売買

契約」という。）。Ｘの媒介によって本件売買

契約が成立したため、ＹはＸに対して、媒介

手数料として消費税込みで55万円余を、平成

15年７月31日までに支払う旨約したが、媒介

契約約款第17条に基づき、契約解除を主張し

て、支払を拒んだため、媒介手数料55万円余

及び遅延損害金の支払を求め提訴した。原審

の簡易裁判所はＸの請求を認容したため、Ｙ

が控訴した。

２．判決の要旨

地方裁判所は次のように判示して、Ｙの控

訴を棄却した。

盧 Ｘは、当初本件物件の概要をＹに説明し

たが、その際、Ｙに示した広告には、本件

物件の間取りや詳細な情報、各部屋の広さ

を示す数値等が記載されていたものの、各

部屋の広さについては単位が付されておら

ず、専有面積も、登記簿上の床面積ではな

く、壁芯面積が記載されていた。平成15年

５月ころ、Ａは、Ｙに本件物件を案内し、

説明を加えたが、3.2㎡の広さであるトラ

ンクルームの場所や駐車場の場所について

は案内しなかった。

盪 Ｘは、本件売買契約の成立に伴い、Ｙと

Ｂ銀行との間の住宅ローン借入契約や同契

約に伴うＹとＢ信用保証株式会社との間の

保証委託契約に関する事務（以下「住宅ロ

ーン事務」という。）を代行した。Ｙが作

成した住宅ローン借入申込書の「借入希望

日」欄には、「平成15年７月31日」と記入

されていた。しかし、Ｙは、同年６月中に

融資承認を受け、自宅の賃貸借の解約手続

を早期に行いたいと希望していた。Ａは、

住宅ローン事務に必要な書類としてＹから

印鑑登録証明書等の交付を受けていたとこ

ろ、これらを速達でＢ銀行等に郵送し、同

書類は本件売買契約の２日後までには宛先

であるＢ銀行等に到達した。

最近の判例から　 眦

媒介契約の解除を主張する購入者に対する
媒介報酬請求が認められた事例

（神戸地判　平16・4・22 ホームページ下級裁主要判決情報） 青山 節夫
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蘯 Ｙは、同年６月29日ころ、Ａに対し、銀

行に対する書類送付の段取りが悪かったの

で融資承認が遅れてしまう、同月30日まで

に融資承認を受けられなければ本件媒介契

約は解約すると申し出た。それに対し、Ａ

は、融資承認は同年７月11日となっている

こと、融資承認は銀行が決めることで同年

６月30日までに承認が得られるよう努力は

するが確約はできないと返答した。Ｙは、

そのようなＡの態度に誠意がないとしてＡ

に対して更に不満を述べ、これに対し、Ａ

は、文句は上司に述べるように求め、自ら

は担当を交替すると申し出た。

盻 結局、Ｂ銀行などによる前記融資承認は、

同月30日付けでなされ、同年７月11日には、

融資が実行されて売買代金が決済され、同

日、本件物件について、Ｙに所有権移転登

記がなされた。

眈 Ｙは一般媒介契約約款17条に掲げられた

契約解除事由を主張する。同規定が、相当

期間を定めた催告を必要とせず、直ちに解

除しうるものと規定した趣旨に鑑みると、

同規定による解除が認められるのは、媒介

業者が、媒介契約の性質上およそ許されな

い背信的行為を行った場合で、かつ、履行

を催告してその結果を待つまでもなく、当

該契約の目的を達成することがおよそ期待

できないことが明らかな場合に限られるも

のと解するのが相当である。

眇 Ｘが示した広告には、間取図が実際と異

なる場合もあるので現況にて確認すべき旨

記載されていることが認められるが、Ａは

本件売買契約締結の１カ月ほど前には本件

物件にＹを案内して現地で説明している

上、専有部分の床面積は売買契約書にも明

記されていたと認められ、上記広告の記載

が購入者の判断を誤らせるほど著しく事実

と相違するとは認めがたい。また、ＡがＢ

銀行に書類を書留郵便で送付しなかった点

についても、結果としてＢ銀行に配達され

ており、個人情報が第三者に漏れたような

事情も認められない。さらに、前記広告に

よれば、トランクルームや駐車場について

もそれぞれ、管理費や修繕積立金を月々負

担すべき旨記載されていると認められ、ト

ランクルームについては、本件売買契約書

にその床面積も記載されており、Ｙもトラ

ンクルーム等の存在を認識した上で本件売

買契約を締結したものと認められる。これ

らの事情は、無催告での解除を相当とする

ような背信性の強いものではないことは明

らかであり、少なくともＹは、これらを理

由として一般媒介契約約款17条に基づき本

件媒介契約を解除することはできない。

３ まとめ

本件では媒介業者の報酬請求権が認められ

た。買主が賃貸住宅に入居している場合、新

たに購入する住宅への入居時期と賃貸借契約

の解除、明渡しの時期との調整が必要となる。

基本的には買主が判断すべきものだが、多く

の場合、同時にローン融資の申込み・承認手

続が関連するため、不慣れな買主はこれら複

数の手続が円滑に行われることに神経を使

う。本件ではローン申込みの必要書類の送付

等、媒介業者の従業員の対応に不満を持った

こと等が、紛争の契機となったものとも思わ

れるが、通常業務を誠実、確実に遂行するこ

との重要性を認識させられる事例である。

なお、媒介行為の誠実義務違反と報酬請求

については、「不動産売買における媒介報酬

の解説」（当機構編著：P.41～）を参照され

たい。




